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平成 28 年度総務省所管予算の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年度 予 算 額  15 兆 9,914 億円 

平成 27 年度 予  算  額  16 兆 3,428 億円 

  比 較 増 減 額          ▲3,513 億円 
(億円)

平 成 28 年 度
予　　 算 　　額

平 成 27 年 度
予　　 算　　 額

比 較 増 減 額 増 減 率

152,811 155,357 ▲ 2,547 ▲ 1.6

7,104 8,070 ▲ 967 ▲ 12.0

3,245 3,726 ▲ 481 ▲ 12.9

3,859 4,344 ▲ 485 ▲ 11.2

159,914 163,428 ▲ 3,513 ▲ 2.1
※　計数はそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

区　　　　　　　分

地方交付税等財源繰入れ

一 般 歳 出

恩 給 費

そ の 他 政 策 的 経 費

総務省所管合計

(C／.) % A . (A－.) C

 
 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年度 予 算 額        3,543 億円 

平成 27 年度 予  算  額      5,953 億円 

  比 較 増 減 額         ▲2,410 億円 
(億円)

平 成 28 年 度
予　　 算 　　額

平 成 27 年 度
予　　 算　　 額

比 較 増 減 額 増 減 率

66 55 11 19.2

3,543 5,953 ▲ 2,410 ▲ 40.5
※　計数はそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

5,898 ▲ 2,4203,478

復 興 庁 所 管 計 上 額

（ 地 方 交 付 税 ）

総務省関係費合計

区　　　　　　　分

総 務 省 所 管 計 上 額 ▲ 41.0

. (A－.) C (C／.) % A

 

第 1 一 般 会 計 

第 2 東日本大震災復興特別会計 ※総務省関係分 
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（ 単位:億円 ）
H２８予算額 （ H２７予算額 ）

■ 地域経済好循環推進プロジェクト（為替変動にも強い地域の経済構造
改革と地方からのＧＤＰの押し上げ）

23.7 （ 27.5 ）

～ローカル10,000プロジェクトの推進と分散型エネルギーインフラプロジェクトの横串での集中支援～ ）
■ 地域の自立促進（地方への移住・交流の推進、地域おこし協力隊の拡

充、過疎対策、地域運営組織の形成促進、JETの活用など）
5.8 （ 4.7 ）

■ 新たな圏域づくりとして連携中枢都市圏・定住自立圏・集落ネットワーク
圏の推進

5.3 （ 6.1 ）

■ 地方財政の健全化と自立促進 168,599.2 （ 169,106.1 ）
■ 地域のＩＣＴ基盤整備（ブロードバンド・モバイル・Wi-Fi等） 61.3 （ 73.9 ）
■ 地方創生に資するＩＣＴを活用した街づくり等の推進 4.7 （ 1.4 ）
■ 地方創生に資する新たなテレワーク（ふるさとテレワーク）の推進 7.2 （ 新規 ）

■ グローバルコミュニケーション計画の推進 12.6 （ 13.8 ）
■ 都市サービスの高度化（IoTおもてなしクラウドを活用したサービス連

携）
6.5 （ 0.4 ）

■ ５Ｇ等の世界最高レベルのＩＣＴ基盤の実現 413.5 （ 403.9 ）
■ オープンデータ・ビッグデータ・クラウドの活用推進を通じた地域産業の

生産性向上・活性化
2.8 （ 4.0 ）

■ ４Ｋ・８Ｋ技術の展開 4.9 （ 4.0 ）
■ 産学官連携によるIoTサービスの創出 3.5 （ 新規 ）
■ Ｇ空間２．０ 2.4 （ 6.2 ）
■ 統計オープンデータの高度化 11.4 （ 9.6 ）
■ 競争的資金による新たなイノベーションの創出 17.9 （ 23.3 ）

■ 国際放送の実施 35.4 （ 35.4 ）
■ 放送コンテンツの海外展開 2.2 （ 新規 ）
■ 行政相談制度の海外発信 0.1 （ 0.1 ）
■ 統計の国際展開 0.4 （ 新規 ）
■ ＩＣＴ国際競争力強化パッケージ支援事業等を活用した地デジ、防災

ICT、4K・8K、郵便等の国際展開
22.3 （ 23.7 ）

■ 女性の活躍支援（テレワーク、女性公務員の活躍推進） 18.1 （ 7.0 ）
■ 「異能vation」プログラム等の推進

■ 医療・教育分野等のＩＣＴの活用 11.6 （ 15.0 ）
■ 社会インフラ維持管理へのＩＣＴの活用 0.8 （ 1.5 ）
■ 若年層に対するプログラミング教育の推進 1.0 （ 新規 ）
■ ロボットや人工知能による行動支援（自動走行、自動制御等） 9.8 （ 新規 ）

■ マイナンバー制度の導入、マイナンバーカード・公的個人認証サービス
等の利活用推進

189.9 （ 617.8 ）

　　　　　　１５．４億円の内数

平成2８年度予算における主要事項 
Ⅰ．地方創生と経済好循環の確立 

１．地域経済の再生と財政健全化の実現        168,707.2 億円      

２．新たなイノベーションを創出する社会全体ICT化の推進   475.6億円  

Ⅱ．くらしやすく・いきいきとした社会の実現 

4．誰もが意欲を持って参画できる社会の実現         18.1億円 

5．ICTによる社会的課題の解決                  23.3億円            

6．マイナンバー制度の円滑な導入と利活用の促進           189.9億円   

3．ICT国際競争力強化・ICT国際「パッケージ展開」の推進、国際的 

  な政策連携                         60.6億円 
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■ 郵政事業の新たな展開とユニバーサルサービスの確保 4.9 （ 3.8 ）

■ 震災復興特別交付税の確保 3477.7 （ 5,898.2 ）
■ 被災地における消防防災体制の充実強化 61.0 （ 32.3 ）
■ ＩＣＴによる復興の推進 4.5 （ 22.3 ）

■ 巨大地震・火山災害等に備えた緊急消防援助隊の強化 58.0 （ 78.6 ）
■ 複雑多様化・高度化する消防需要に対応するための常備消防力等の

強化
30.8 （ 28.9 ）

■ 地域防災力の中核となる消防団の強化 6.5 （ 6.3 ）
■ 多様な主体による地域防災力の充実強化と火災予防対策の推進 4.0 （ 4.4 ）
■ 消防防災分野における女性の活躍促進 0.5 （ 新規 ）
■ 伊勢志摩サミット等における消防・救急体制の確保 4.4 （ 新規 ）
■ 2020年東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ競技大会等の円滑な開催に向けた大

都市等の安心・安全対策の推進
2.6 （ 2.2 ）

■ 安心・安全なＩＣＴ利用環境の整備 151.4 （ 150.3 ）
■ サイバーセキュリティの強化 11.2 （ 9.6 ）
■ 放送ネットワークの強靱化等 295.6 （ 316.1 ）

■ 恩給の適切な支給 3,257.5 （ 3,745.5 ）

■ 行政のＩＣＴ化の推進、政府情報システムのセキュア化 119.0 （ 98.9 ）
■ 業務改革の徹底、独立行政法人制度の適切な運用 0.5 （ 0.5 ）
■ 行政の透明化・国民の権利利益の救済の強化 1.7 （ 1.8 ）
■ 地方自治体における行政サービスのオープン化・アウトソーシング等の

推進
1.0 （ 新規 ）

■ 公的統計の体系的整備 114.1 （ 702.9 ）
■ 統計調査のオンライン化の推進 2.6 （ 3.9 ）
■ 国民ニーズを反映した的確な行政の実現（行政相談） 7.2 （ 7.0 ）
■ 上質の政策評価によるエビデンスに基づく政策の企画・立案の推進 0.5 （ 0.4 ）

■ 民主主義の担い手である若者に対する主権者教育の推進 1.4 （ 1.4 ）
■ 投票率の向上に向けた投票環境の整備 59.6 （ 0.2 ）

■ 参議院議員通常選挙関係経費 534.8 （ 新規 ）
■ 政党交付金 320.1 （ 320.1 ）

7．郵政民営化の着実な推進                                                     4.9億円              

Ⅲ．安心・安全な社会の構築 

8．東日本大震災からの復興の着実な推進                        3,543.3億円    

9．消防防災行政の推進                                                         106.9億円              

10．ICTの安心・安全の確保                                                 458.2億円         

11．恩給の適切な支給                                                        3,257.5億円               

Ⅳ．未来につなぐ、行政基盤の確立 

1３．主権者教育の推進                                                             61.0億円                

１４．その他の主要事項                                                            854.9億円  

1２．行政のICT化・BPR推進と効率的で質の高い行政の実現    246.6億円 
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(単位：億円) 

                               28年度予算額（27年度予算額） 

                                      

                                
 

 
 

 

(1) 地域経済好循環推進プロジェクト（為替変動にも強い地域の経済構造改革

と地方からのＧ Ｄ Ｐ の押し上げ）            23.7（27.5） 
～ローカル 10,000 プロジェクトの推進と分散型エネルギーインフラプロジェクトの横串での集中支援～ 

 (a) ローカル 10,000 プロジェクト                   16.3（23.2） 

・ 市町村の創業支援事業計画に基づき、地域の資源と資金を活用して、より生産性の高

い地域密着型企業の立ち上げを支援 

・ 公共性及び新規性・モデル性の観点から重点化を図るとともに、条件不利地域で財政

力の弱い地域に特に配慮し、「ローカル・アベノミクス」の効果的な全国展開を推進 
【主な経費】 地域経済循環創造事業交付金  16.1 億円 

 (b) 分散型エネルギーインフラプロジェクト                2.6（2.4） 

・ 自治体を核として、需要家、地域エネルギー会社及び金融機関等、地域の総力を挙げ

てプロジェクトを推進し、バイオマス、風力、廃棄物等の地域資源を活用した地域エネル

ギー事業の立ち上げを支援 
【主な経費】 マスタープランの策定等 2.6 億円 

 (c) 自治体インフラ開放による公共サービス産業化             1.3（0.6） 

・ 自治体の有する公共施設を、クリエーター等のアイデアを活用して、新しく素敵な空間に

生まれ変わらせることで、民間事業者のビジネス拠点を創出 
【主な経費】 自治体インフラ開放による公共サービス産業化プロジェクト 

（公共施設オープン・リノベーション） 1.3 億円 

 (d) 自治体データ開放による公共サービス産業化              3.5（1.3） 

・ 和食をはじめとした地域産品の海外への販路開拓等を推進するため、「地域経済グロー

バル循環創造ポータルサイト」を充実 

・ 地域の特性に応じた基盤産業の強化・創出を推進するため、基盤産業のポテンシャル

やボトルネック等を整理し、産業政策モデルを構築 

・ 自治体が中心となって、官民連携の情報システムをクラウドで提供し、地域企業の生産

性向上を支援 

・ 大都市圏等の企業から、地域での起業支援を行うマネジメント人材を一定期間派遣する

モデルを構築 
【主な経費】 自治体データ開放による公共サービス産業化プロジェクト 1.8 億円 

  

(2) 地域の自立促進（地方への移住・交流の推進、地域おこし協力隊の拡充、

過疎対策、地域運営組織の形成促進、JET の活用など）    5.8（4.7） 

 (a) 「移住・交流情報ガーデン」の充実など地方への移住・交流の推進    1.1（1.0） 

・「移住・交流情報ガーデン」を活用した連続セミナーの開催や移住関連イベント

の実施等により、移住希望者等への情報提供体制を強化 
【主な経費】 「移住・交流情報ガーデン」の運営等に要する経費 1.1 億円 

  

Ⅰ．地方創生と経済好循環の確立 

１ ．地域経済の再生と財政健全化の実現         168,707.2 億円 
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(b) 地域おこし協力隊の推進                       1.3（0.9） 

・地域おこし協力隊の拡充のため、全国サミットの開催等により広く制度の周知を

行うとともに、隊員への研修の充実、地域との連携による活動内容の充実・強化

のモデル事業の実施等により、自治体の取組を支援 
【主な経費】 地域おこし協力隊の推進に要する経費 1.3 億円 

 (c) 都市・農山漁村の地域連携による子ども農山漁村交流の推進       0.3（0.3） 

・子ども農山漁村交流の取組の拡大、定着を図るため、送り側・受入側の自治体双

方が連携して行う実施体制の構築を支援するモデル事業等による自治体の取組の

支援 
【主な経費】 都市・農山漁村の地域連携による子ども農山漁村交流推進モデル事業 0.3 億円 

 (d) 過疎地域等の自立支援                        2.9（2.5） 

・過疎地域等の自立・活性化に資する、空き家を活用した定住促進対策、過疎地域

にある遊休施設を再活用した地域間交流・地域振興のための施設の整備等を支援 
【主な経費】 過疎地域遊休施設再整備事業等 2.9 億円 

 (e) 地域運営組織の形成・運営支援                  0.2（新規） 

・地域の課題解決のための住民による取組体制の確立のため、地域運営組織（主に

小学校区単位で形成される住民の支え合い組織）の形成及び持続的な運営を支援 
【主な経費】 地域運営組織の形成及び持続的な運営に要する経費 0.2 億円 

 (f) Ｊ Ｅ Ｔ プログラムによるグローバルな地域活性化の推進         0.1（0.1） 

・地域レベルでの国際交流に大きく貢献してきた JETプログラムが 30周年を迎える

に当たり、記念式典や JET-OB国際会議を開催し、プログラム進化とともに国際的

な視点を持った地域活性化を推進 
【主な経費】 ＪＥＴプログラム 30 周年等関係経費 0.1 億円 

 

(3) 新たな圏域づくりとして連携中枢都市圏・定住自立圏・集落ネットワーク圏

の推進                            5.3（6.1） 

 (a) 連携中枢都市圏の形成等                      1.3（2.0） 

・以下の①、②などの新たな広域連携を促進 
① 連携中枢都市圏の形成 

地域において、相当の規模と中核性を備える圏域の中心都市が近隣市町村と連携

し、コンパクト化とネットワーク化により、一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を

維持するための拠点である連携中枢都市圏を形成することやその取組を支援 

② 条件不利地域における都道府県と市町村の連携 

市町村間の広域連携では課題の解決が困難な場合における都道府県と市町村の

連携に向けた取組を支援 
【主な経費】 新たな広域連携の促進に要する経費 1.3 億円 

 (b) 定住自立圏構想の推進                       0.1（0.1） 

・定住自立圏構想のこれまでの取組成果などを分析し、今後の支援策等を検討・実施する

ことにより、定住自立圏の形成等を推進 
【主な経費】 定住自立圏構想の推進に要する経費 0.1 億円 

 (c) 過疎地域等集落ネットワーク圏の推進                 4.0（4.0） 

・ 基幹集落を中心に周辺の複数集落をひとつのまとまりとする「集落ネットワーク圏」（小さ

な拠点）を形成し、「くらし」を支える生活サポートシステムの構築や「なりわい」を継承・創
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出する活動の育成をモデル的に支援 
【主な経費】 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 4.0 億円 

 

(4)地方財政の健全化と自立促進            168,599.2（169,106.1） 

 (a) 地方交付税の所要額の確保（地方団体への交付ベース）   167,002.9（167,548.4） 

・平成 28 年度の地方交付税等の一般財源総額について、平成 27 年度の水準から 0.1 兆

円増額 

 (b) 地方特例交付金の所要額の確保                  1,233.0（1,188.7） 

・個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う減収額の一部を補填する

ために必要な額を確保 

 (c) 市町村合併体制整備費補助                     7.9（23.6） 

・ 合併市町村が市町村建設計画に基づいて行う事業に対する補助 

 (d) 基地交付金・調整交付金                    355.4（345.4）  
・基地交付金                            283.4（275.4） 

国が米軍に使用させている固定資産及び自衛隊が使用する飛行場、演習場等が所

在する市町村に対して交付 
・調整交付金                             72.0（70.0） 

米軍資産が所在する市町村に対して、税財政上の影響を考慮して交付 
 

(5) 地域の ICT 基盤整備（ブロードバンド・モバイル・Wi-Fi 等） 61.3（73.9） 
・条件不利地域における光ファイバ整備の推進 

  固定系超高速ブロードバンド未整備地域のうち民間事業者による整備が見込まれな
い「条件不利地域」において、光ファイバ等の超高速ブロードバンド基盤や海底光
ファイバ等の中継回線の整備を実施する地方公共団体に対し、その事業費の一部を
補助 
【主な経費】 情報通信基盤整備推進事業 4.0 億円（新規） 

・携帯電話がつながらない地域における整備の推進 

①過疎地等の地理的に条件不利な地域において、市町村が携帯電話等の基地局施設

を整備する場合や、無線通信事業者が基地局の開設に必要な光ファイバ等を整備

する場合に、その事業費の一部を補助 

②道路トンネルや鉄道トンネルの携帯電話の電波が届かない場所において、一般社

団法人等が携帯電話等の基地局施設等を整備する場合に、その事業費の一部を補

助 
【主な経費】 携帯電話等エリア整備事業  12.6 億円  

電波遮へい対策事業 30.1 億円 

・Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備促進 

地方公共団体等が観光・防災拠点等におけるＷｉ－Ｆｉ環境の整備を行う場合に、

その事業費の一部を補助 
【主な経費】 観光・防災Ｗｉ－Ｆｉステーション整備事業  2.6 億円 

公衆無線 LAN 環境整備支援事業(携帯電話等エリア整備事業 12.6 億円の内数)(新規) 

 

(6) 地方創生に資する ICT を活用した街づくり等の推進       4.7（1.4） 
・ＩＣＴ街づくり等の成功モデルの横展開に取り組む自治体や事業者等の初期投資・

継続的な体制整備等にかかる経費の一部を補助 
【主な経費】 ＩＣＴまち・ひと・しごと創生推進事業  2.5 億円（新規） 
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(7) 地方創生に資する新たなテレワーク(ふるさとテレワーク)の推進 7.2（新規） 
・企業や雇用の地方への流れを促進し、地方創生を実現するため、「いつもの仕事をど

こにいてもできるテレワーク」（「ふるさとテレワーク」）の全国普及展開等を実施 
【主な経費】 ふるさとテレワーク推進事業 7.2 億円（新規） 

 

 

 

 

 

(1) グローバルコミュニケーション計画の推進          12.6（13.8） 
・世界の「言葉の壁」をなくしグローバルで自由な交流の実現を目指す「グローバル
コミュニケーション計画」に基づき、①多言語音声翻訳技術の対応領域及び対応言
語の拡大に向けた研究開発、②病院・商業施設・観光地等における社会実証を実施 
【主な経費】 グローバルコミュニケーション計画の推進 12.6 億円 

ＮＩＣＴ運営費交付金 270.3 億円の内数（後掲） 

 

(2) 都市サービスの高度化（IoT おもてなしクラウドを活用したサービス連携） 

6.5（0.4） 
・IoT時代の技術進歩の成果を踏まえ、訪日外国人等のスムーズな移動、観光、買い物

等の実現に向け、スマートフォン、交通系ＩＣカードやデジタルサイネージ等と、

共通クラウド基盤を活用した多様なサービス連携(個人の属性・言語等に応じた情報

提供や支払手続の簡略化等)を可能とするため、複数地域で実証を実施 
【主な経費】 ＩoＴおもてなしクラウド事業 6.5 億円 

 

(3) 5Ｇ 等の世界最高レベルの ICT 基盤の実現        413.5（403.9） 
・2020年頃の第５世代移動通信システム(５Ｇ)※実現に向けて、第５世代モバイル推進

フォーラム等の場も活用し、産学官連携による研究開発や国際標準化活動を強力に

推進 
※現在の 1,000 倍の通信容量、同 100倍の接続機器数、10Gbps 以上のピーク通信速度、1ミリ秒以下

の低遅延等の実現を目指す。 

【主な経費】 第５世代移動通信システム実現に向けた研究開発等 27.1 億円 

・2020 年オリンピック時に予想される８Ｋ映像等の巨大なリアルタイムデータの流通

等に対応するため、現状を大幅に上回る超大容量の通信に対応可能な次世代光ネッ

トワーク技術の研究開発を推進 
【主な経費】 巨大データ流通を支える次世代光ネットワーク技術の研究開発 5.4 億円 

 ・世界最先端の ICT による新たな価値創造や社会システムの変革を目指した革新的ネ

ットワーク技術、センシング技術、データ利活用技術等の基礎的・基盤的研究開発

を推進 
【主な経費】 ＮＩＣＴ運営費交付金 270.3 億円 

 

(4) オープンデータ・ビッグデータ・クラウドの活用推進を通じた地域産業の生

産性向上・活性化                       2.8（4.0） 
・公共データの民間開放（オープンデータ）を推進し、社会や市場に存在する多種多

量の情報（ビッグデータ）を相互に結び付け、ブロードバンドネットワークやクラ

ウドサービス等と組み合わせて活用することにより、新事業・新サービスの創出、

地方創生、地域産業の活性化・生産性の向上等を実現 
【主な経費】 オープンデータ・ビッグデータ利活用推進事業 1.9 億円 

２ ．新たなイノベーションを創出する社会全体 ICT 化の推進   475.6 億円 
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(5) 4K・8K 技術の展開                    4.9（4.0） 
・2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を見据え、超高精細で臨場感あ

ふれる数多くの４Ｋ・８Ｋサービスを実現するための技術的実証、周波数の一層の

有効活用を促進するための研究開発等を実施 
【主な経費】 ４Ｋ・８Ｋ等最先端技術を活用した放送・通信分野の事業支援 3.9 億円 

・医療をはじめとする幅広い分野において、４Ｋ・８Ｋによる超高精細画像を活かし

た高度なサービスの実現に向けた取組みを加速 
【主な経費】 映像等近未来技術活用促進事業 1.0 億円（新規） 

 

(6) 産学官連携による IoTサービスの創出              3.5（新規） 
・多様な IoT サービスを創出するため、膨大な数の IoT 機器を迅速かつ効率的に接続

する技術等の共通基盤技術を確立し、あわせて、産学官による「スマート IoT 推進

フォーラム」と連携し、先進的な IoT サービスの開発・社会実証を推進するととも

に、欧米のスマートシティ等に係る実証プロジェクト等と協調して、国際標準化に

向けた取組を強化 
【主な経費】 ＩｏＴ共通基盤技術の確立・実証 3.5 億円（新規） 

 

(7) Ｇ 空間 2.0                         2.4（6.2） 
・「Ｇ空間プラットフォーム」構築事業等の成果及び平成 28 年度の「Ｇ空間情報セン

ター」の運用開始を踏まえ、同センターを活用した防災システム等の社会実証、全

国展開を産学民官により実施 
【主な経費】 次世代Ｇ空間社会の構築（Ｇ空間２．０）    2.4 億円（新規） 

オープンデータ・ビッグデータ利活用推進事業  1.9 億円（再掲） 

自律型モビリティシステム（自動走行技術、自動制御技術等）の開発・実証 

9.8 億円の内数（後掲） 

 

(8) 統計オープンデータの高度化               11.4（9.6） 
・政府統計の総合窓口（e-Stat）の API 機能や統計 GIS 機能の充実・利用拡大、提供する統

計データの拡充等、オープンデータの高度化を着実に推進。これにより、官民における統

計データの活用を高度化させ、新たな付加価値を創造するサービスや革新的な事業の創

出などを支援 
【主な経費】 政府統計共同利用システム運用等経費 11.4 億円 

 

(9) 競争的資金による新たなイノベーションの創出       17.9（23.3） 
・競争的資金による研究開発を通じて、ＩＣＴの利活用による地域社会の活性化、中

小企業の斬新な技術の発掘、若手ＩＣＴ人材の育成、外国との共同研究による国際

標準獲得等に貢献 
【主な経費】 戦略的情報通信研究開発推進事業 15.4 億円 

・ＩＣＴ分野における我が国発のイノベーションを創出するため、ベンチャー企業や

大学等による新技術を用いた事業化等への挑戦に対し、研究開発と事業化の間の障

壁を乗り越えるための支援を行う「I-Challenge！」を推進 
【主な経費】 ICT イノベーション創出チャレンジプログラム（I-Challenge!) 2.5 億円 
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(1) 国際放送の実施                    35.4（35.4） 
・放送法の規定に基づき、ＮＨＫに国際放送を行うことを要請することにより、我が

国の文化、産業等の事情を海外へ紹介し、我が国に対する正しい認識を培うことに

よって、国際親善の増進及び外国との経済交流の発展等を促進 
【主な経費】 国際放送の実施 35.4 億円  

 

(2) 放送コンテンツの海外展開                 2.2（新規） 
・放送事業者と、他分野・他産業（観光業、地場産業、他のコンテンツ等）、地方公共

団体等の関係者が幅広く協力し、「クールジャパン戦略」「ビジットジャパン戦略」  

「地方の創生」等に資する放送コンテンツを制作、発信するとともに、様々な連動   

プロジェクトを一体的に展開する取組を支援 
【主な経費】 放送コンテンツ海外展開助成事業 2.2 億円（新規） 

 

(3) 行政相談制度の海外発信                  0.1（0.1） 
 ・ベトナムとのＭＯＣ（協力覚書）に基づく協力事業の実施や各国オンブズマンとの

連携を通じて、行政相談制度を海外に発信 
 

(4) 統計の国際展開                     0.4（新規） 
・我が国が培ってきた統計調査の実施及び製表の手法や、オンライン調査、提供（e-Stat）、

製表システム等のＩＣＴソリューションを、各国のニーズに応じて提案し、当該国における統

計の整備及び作成・提供の高度化に寄与することによって、国際貢献を図るとともに、我が

国統計分野における国際競争力強化を推進 
【主な経費】 統計の国際展開経費 0.4 億円（新規） 

 

(5) ICT 国際競争力強化パッケージ支援事業等を活用した地デジ、防災 ICT、

4K・8K、郵便等の国際展開                 22.3（23.7） 
・各国のニーズに応じて、地デジ、防災ＩＣＴ、４Ｋ・８Ｋ、郵便等の国際展開プロ

ジェクトを「パッケージ」で支援することにより、我が国のＩＣＴ分野における国

際競争力の強化を図るとともに、当該国の総合的な社会的課題解決に協力 
【主な経費】 ＩＣＴ国際競争力強化パッケージ支援事業 7.7 億円  

 

3．ICT 国際競争力強化・ICT 国際「パッケージ展開」の推進、国際的な政

策連携                         60.6 億円 
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(1) 女性の活躍支援（テレワーク、女性公務員の活躍推進）    18.1（7.0） 
・ 女性職員のワークライフバランスの推進に資するよう、セキュリティ対策を十分に行いつ

つ、自宅や出張先から職場内のシステムにアクセスできる（テレワーク等を可能とする）リ

モートアクセス環境を政府共通プラットフォーム上で提供 
【主な経費】  各府省で共用するセキュア環境等の整備  10.5 億円（後掲） 

・女性の活躍推進に向けて、事業者・利用者の意識改革を促し、テレワーク環境の

裾野を拡大するため、セミナー等の普及啓発の取組を進めることで、就業者にお

けるワークライフバランスの確立などを実現 
【主な経費】 ふるさとテレワーク推進事業 7.2 億円（再掲） 

・消防吏員を目指す女性を増加させるため、これから社会人になる年齢層の女性に

対する積極的なＰＲ（説明会の開催等）の展開や、消防本部における女性活躍推

進のための取組を支援 
【主な経費】  女性消防吏員の更なる活躍推進 0.5 億円 （後掲） 

 

(2) 「異能 E

I n n o

Avation」プログラム等の推進          15.4 億円の内数 
・ＩＣＴ分野において、地球規模の価値創造につながるイノベーションの芽を育てる

ため、大いなる可能性がある野心的なＩＣＴ研究課題に挑戦する独創的な人材を支

援する「異能(Inno)vation」を推進 

・ＩＣＴ分野の研究者として次世代を担う若手人材の育成等を支援する「若手ＩＣＴ

研究者等育成型研究開発」を推進 
【主な経費】 戦略的情報通信研究開発推進事業 15.4 億円の内数（再掲） 

 

 

 

 

 

(1) 医療・教育分野等での ICT の活用             11.6（15.0） 
医療、教育等の様々な分野でＩＣＴの利活用を推進することにより、各分野におけ

る課題を解決し、より利便性の高い社会を実現 

・医療・介護・健康 

個人が自分自身の医療情報等を効率的に管理し、自分に合った医療サービス等を

受けられる環境を整備すること等により、少子高齢化の進展に伴う社会保障費の

増大等の課題解決にＩＣＴで貢献 
【主な経費】 次世代医療・介護・健康ＩＣＴ基盤高度化事業 3.5 億円 

・教育 

学校・家庭等をシームレスに繋ぐ教育ＩＣＴシステムの実証研究を行い、多様な

端末に対応した低コストのモデルシステムを確立し、全国に普及 
【主な経費】 先導的教育システム実証事業（ICT ドリームスクールイノベーション実証研究） 

3.0 億円 

 

 

5．ICT による社会的課題の解決               23.3 億円 

4．誰もが意欲を持って参画できる社会の実現         18.1 億円 

 

Ⅱ．くらしやすく・いきいきとした社会の実現 
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(2) 社会インフラ維持管理への ICT の活用            0.8（1.5） 
・社会インフラ老朽化を踏まえ、ＩＣＴを活用した社会インフラの効果的・効率的な

維持管理を実現するため、センサー等で計測したひずみ、振動等のデータを、高信

頼かつ超低消費電力で収集・伝送する通信技術等を確立 
【主な経費】 スマートなインフラ維持管理に向けたＩＣＴ基盤の確立 0.8 億円 

 

(3) 若年層に対するプログラミング教育の推進          1.0（新規） 
・プログラミング教育の全国的な普及・展開に向け、低コストかつ効果的な実施手法

や指導者の育成方法等を、クラウド技術等を活用しつつ、関係省庁・団体等と連携

の下で実証 
【主な経費】 若年層に対するプログラミング教育の普及推進 1.0 億円（新規） 

 

(4) ロボットや人工知能による行動支援（自動走行、自動制御等） 9.8（新規） 
・自動走行技術の早期の社会実装、普及を実現し、観光、土木、福祉等の多様な分野

へ展開するため、自動走行に必要な高度地図データベースの更新・配信のための通

信技術の開発や、自動走行、自動制御技術や人工知能技術等を活用した安全・安心

な自律型モビリティシステム（電気自動車、電動車いす等）の開発及び利活用実証

を推進し、ITS（高度道路交通システム）の高度化等にも寄与 
【主な経費】自律型モビリティシステム（自動走行技術、自動制御技術等）の開発・実証 

9.8 億円（新規） 

 

 

 

 

(1) マイナンバー制度の導入、マイナンバーカード・公的個人認証サービス等

の利活用推進                          189.9（617.8） 

(a) マイナンバーカードの発行等に関する経費           138.9（483.2） 
･ マイナンバーカードの円滑かつ安定的な発行等を実施 

【主な経費】 個人番号カード交付事業費補助金  117.2 億円 

           個人番号カード交付事務費補助金  21.7 億円 

(b) 通知カード及びマイナンバーカードの有効性情報提供事業に要する経費 

12.2（新規） 

･ 偽造等のカード情報の管理・提供、カードの有効性の有無に係る情報の提供等を行う

ためのシステムの構築を実施 
【主な経費】 社会保障・税番号制度システム開発等委託費  12.2 億円（新規） 

(c) マイナンバー制度の導入及び利活用等に要する経費          4.5（5.9） 

･ マイナンバーカード及び公的個人認証サービスの電子証明書の普及促進のための検

討を実施 
【主な経費】 携帯電話を利用した公的個人認証サービスに係る調査研究に要する経費 0.8 億円 

         マイナンバーカードの普及・利活用に要する経費 0.2 億円 

       公的個人認証サービス利活用推進事業  3.5 億円 
(d) 情報提供ネットワークシステムの設置・管理等           18.8（1.2） 

･ 行政機関等の間での情報連携において基盤となる情報提供ネットワークシステムの 

設置・管理や情報セキュリティ対策の強化を実施 
【主な経費】  情報提供ネットワークシステムの設置・管理に係る経費 14.7 億円 

情報提供ネットワークシステムに関するセキュリティ対策事業 3.9 億円(新規) 

総合行政ネットワーク(LGWAN)に関するセキュリティ対策事業 0.2 億円(新規) 

6．マイナンバー制度の円滑な導入と利活用の促進        189.9 億円 
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(e) 地方公共団体の情報システムの整備への支援           15.5（127.5） 

･ 地方公共団体において、マイナンバー制度の導入に当たって必要となる、関係情報シ

ステムの整備について支援を実施 
【主な経費】 地方公共団体の関係情報システム整備への支援経費 15.5 億円 

 

 

 

 

(1) 郵政事業の新たな展開とユニバーサルサービスの確保     4.9（3.8） 
(a) 郵政民営化の推進 

・郵政民営化の成果を 国民が一層実感できるよう、適正な監督等を通じて、収益力強化に

資する新たな事業の展開を促進 

(b) ユニバーサルサービスの確保 

・改正郵政民営化法の規定を踏まえ、郵政三事業のユニバーサルサービスが着実に提供

されるよう、適切に指導・監督 

・ユニバーサルサービスを将来にわたって安定的に確保するための方策を検討 

・万国郵便連合（UPU）への分担金の支出等及び、平成 28 年秋にイスタンブールで開催さ

れる、第 26 回万国郵便大会議への対応 

(c)日本型郵便インフラシステムの海外展開の推進 

・郵便・郵便局の近代化・高度化に取り組む新興国・途上国に対して、日本の郵便の優れ

た業務ノウハウや関連機器をインフラシステム全体として提供・輸出することにより、各種ビ

ジネスを創出  
【主な経費】 ＩＣＴ国際競争力強化パッケージ支援事業  7.7 億円の内数 （再掲） 

7．郵政民営化の着実な推進                4.9 億円 
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(1) 震災復興特別交付税の確保              3,477.7（5,898.2） 
・上記の東日本大震災復興特別会計からの受入れ 3,477.7億円のほか、前年度からの

年度調整分 1,324.0億円を震災復興特別交付税の財源として交付税及び譲与税配付

金特別会計に計上。地方団体への交付ベースの震災復興特別交付税 4,801.7億円に

より、東日本大震災の復旧・復興事業等に係る地方の所要の事業費及び財源を確保 

 

(2) 被災地における消防防災体制の充実強化             61.0（32.3） 

(a) 被災地における消防防災施設の復旧への支援           56.9（29.0） 

・東日本大震災により被害を受けた消防庁舎や無線施設等の消防防災施設・設備の早

期復旧を支援 
【主な経費】 消防防災施設・設備災害復旧費補助金 56.9 億円 

(b) 被災地における消防活動の支援                  4.1（3.3） 

・東京電力福島第一原子力発電所事故に伴い設定された避難指示区域における大規

模林野火災等の災害に対応するための消防活動等を支援 

①避難指示区域の消防活動に伴い必要となる消防車両等の整備を支援 

②県内消防本部の消防車両等及び県外からのヘリによる消防応援活動に要する経

費を支援 

③県内外の市町村の消防応援訓練の実施に要する経費を支援 

【主な経費】 原子力災害避難指示区域消防活動費交付金 3.9 億円 

 

(3) ICT による復興の推進                   4.5（22.3） 
・ＩＣＴ基盤整備による復興街づくりへの貢献 

   復興に向けて、新たな街づくりを行う地域において、超高速ブロードバンド、放

送の受信環境及び公共施設等向け通信基盤・システムの整備等の住民生活・地域

経済に必要不可欠なＩＣＴ基盤の整備を支援 
【主な経費】 被災地域情報化推進事業 2.6 億円 

・ＩＣＴ基盤の復旧への支援 

   東日本大震災により被災した地域の超高速ブロードバンドサービス施設、ケーブ

ルテレビ等の有線放送施設及び公共施設間を結ぶ地域公共ネットワーク施設等の

ＩＣＴ基盤の復旧を支援 
【主な経費】 情報通信基盤災害復旧事業費補助金 1.9 億円 

 

 

 

(1) 巨大地震・火山災害等に備えた緊急消防援助隊の強化   58.0（78.6） 
(a) 緊急消防援助隊の大幅増隊、活動体制の充実強化、連携活動能力の向上 

    51.5（72.1） 

＜緊急消防援助隊の大幅増隊＞ 
・南海トラフ地震等の大規模災害や火山災害等に備え、大規模かつ迅速な部隊投入

Ⅲ．安心・安全な社会の構築 

9．消防防災行政の推進                  106.9 億円 

8．東日本大震災からの復興の着実な推進           3,543.3 億円 
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のための体制を整備するため、「緊急消防援助隊基本計画」に基づき、平成 30 年
度末までに 6,000 隊（平成 27 年 4 月１日現在 4,984 隊）への大幅増隊の実現に向
け、必要な車両等を整備 

【主な経費】 緊急消防援助隊設備整備費補助金 49.0 億円  

＜緊急消防援助隊の活動体制の充実強化＞ 
・石油コンビナート等のエネルギー・産業基盤災害に即応するドラゴンハイパー・コマ
ンドユニットを増隊（後掲） 

・2020 年オリンピック・パラリンピック東京大会等において、ＮＢＣ災害に万全を期すた
め、大型除染システム搭載車を整備（後掲） 

【主な経費】 エネルギー・産業基盤災害対応型消防水利システムの配備 4.0 億円（後掲） 
特殊災害対応車両の整備 0.4 億円（後掲） 

(b) ドラゴンハイパー・コマンドユニットの充実等（エネルギー・産業基盤災害対策） 

      6.6（6.4） 

・緊急消防援助隊に設置したドラゴンハイパー・コマンドユニット（エネルギー・産業基盤
災害即応部隊）の平成３０年度までの１２部隊配備に向け（平成 27 年 4 月１日現在２部
隊）、部隊編成の中核となる特殊車両を配備 

・消防職員の安全確保とともに、エネルギー・産業基盤災害への高度な応急対応を実現
するため、消防ロボットを研究開発 

・コンビナート災害に対する防災体制の充実強化、危険物施設の安全確保対策等、エネ
ルギー・産業基盤の安全確保対策を推進（後掲） 

【主な経費】 エネルギー・産業基盤災害対応型消防水利システムの配備 4.0 億円 
エネルギー・産業基盤災害対応のための消防ロボットの研究開発 2.6 億円 
石油コンビナート等における防災・減災対策 2.6 億円（後掲） 

 

(2) 複雑多様化・高度化する消防需要に対応するための常備消防力等の強化 

                             30.8（28.9） 
(a) 広域化等による常備消防の充実強化               16.7（18.1） 

・多様な地域の消火・救助・救急ニーズに的確に対応すべく、消防広域化重点地域への

支援や消防活動の高度化の推進等により、常備消防の体制を強化 

・活動火山対策避難施設のほか、耐震性貯水槽、備蓄倉庫（地域防災拠点施設）、救助

活動等拠点施設、広域訓練拠点施設等の住民生活の安心・安全を確保するための消

防防災施設整備を促進 
【主な経費】  消防の広域化・救急救命体制の整備・充実等 2.3 億円 

消防防災施設整備費補助金 14.4 億円 

(b) 防災情報の伝達体制の整備                   14.1（10.8） 

・昨今の土砂災害や火山災害等を踏まえ、緊急速報メールや防災行政無線等による効
果的な災害情報の伝達を推進 

・現在地の災害危険性を表示し、適切な避難行動を支援する多言語対応の全国版防災
アプリ（避難支援アプリ）の整備を推進 
【主な経費】  緊急速報メールの高度化による適切な情報伝達手段の確立  0.3 億円（新規） 

防災行政無線のエリア限定伝達等の効果的な活用による情報伝達手段の確立 
0.2 億円（新規） 
全国版防災アプリ（避難支援アプリ）の実運用化による避難行動の支援方法の確立 
0.3 億円 

 

(3) 地域防災力の中核となる消防団の強化            6.5（6.3） 
(a) 消防団への女性・若者等の加入促進                 4.2（2.7） 

・地域住民の安心・安全の確保に大きな役割を果たす消防団について、女性や若者を 
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はじめとした入団を促進するため、地方公共団体による先進的な加入及び活躍促進方

策を積極的に支援 
【主な経費】  消防団を中核とした地域防災力の充実強化 4.2 億円 

うち、消防団加入促進支援事業  1.0 億円 
女性消防団員等の活躍加速支援事業  0.7 億円 
地域防災力充実強化大会（全国２箇所で開催）0.2 億円 

(b) 消防団の装備・訓練の充実強化                  2.3（3.6） 

・大規模自然災害等から住民を守るため、消防学校に車両等を無償貸し付けし、消防団

への教育訓練を実施することで、地域防災力を向上 

【主な経費】 消防団の装備・訓練の充実強化 2.3 億円 

 

(4) 多様な主体による地域防災力の充実強化と火災予防対策の推進 4.0（4.4） 
(a) 自主防災組織等の充実強化                 18.6 億円の内数 

・過去の災害の教訓を伝承し、防災意識の向上を図るとともに、自主防災組織に資機材

を無償貸付けし、消防団と連携した地域防災リーダーの育成等により、自主防災組織

等を活性化し、地域防災力を向上 
【主な経費】  災害伝承 10 年プロジェクト  0.2 億円 

地域防災リーダー育成事業  0.4 億円 
（以上、消防団を中核とした地域防災力の充実強化  4.2 億円の内数） 

地域防災拠点施設の整備 
（消防防災施設整備費補助金 14.4 億円の内数） 

(b) 火災予防対策の推進                       1.3（1.3） 

・火災予防の実効性向上及び規制体系の再構築を図るとともに、消防法令に係る違反

是正を推進 

・国際動向を踏まえた消防用機器等の規格・基準の検討や、国際展開を推進 
【主な経費】  火災予防の実効性向上、違反是正推進による安心・安全の確保１.2 億円 

消防用機器等の国際動向への対応、日本規格に適合した消防用機器等の競争力強化 
0.2 億円 

(c) 危険物施設等の安全対策の推進                  2.7（3.1） 

・コンビナート災害に対する防災体制の充実強化、危険物施設の安全確保対策等、エネ

ルギー・産業基盤の安全確保対策を推進 

・災害時の電力バックアップ体制の重要性増大等に伴う多様な危険物施設のあり方につ

いての検討を踏まえ、円滑な非常用電源設備の導入を実現 
【主な経費】  石油コンビナート等における防災・減災対策 2.6 億円 

国土強靭化等に対応した多様な危険物施設のあり方を踏まえた円滑な非常用電源 
設備導入の実現に要する経費 0.1 億円（新規） 

 

(5) 消防防災分野における女性の活躍促進           0.5（新規） 
(a) 女性消防職員の更なる活躍                   0.5（新規） 

・消防吏員を目指す女性を増加させるため、これから社会人になる年齢層の女性に対す

る積極的なＰＲ（説明会の開催等）の展開や、消防本部における女性活躍推進のため

の取組を支援 
【主な経費】  女性消防吏員の更なる活躍推進 0.5 億円（新規） 

 

(b) 女性・学生の消防団への加入促進               4.2 億円の内数 

・地域住民の安心・安全の確保に大きな役割を果たす消防団について、女性や若者を 
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はじめとした入団を促進するため、地方公共団体による先進的な加入及び活躍促進方

策を積極的に支援（再掲） 
【主な経費】  消防団を中核とした地域防災力の充実強化 4.2 億円（再掲） 

うち、消防団加入促進支援事業  1.0 億円（再掲） 
女性消防団員等の活躍加速支援事業  0.7 億円（再掲） 
地域防災力充実強化大会（全国２箇所で開催）0.2 億円（再掲） 

 

(6) 伊勢志摩サミット等における消防・救急体制の確保      4.4（新規） 
・サミット等開催期間中の災害発生の未然防止及びテロを含む災害発生時の迅速な

対応のため、サミット等の開催地及び関係消防本部等との連携を図り、広域的な
応援等によりサミット開催地等における消防・救急の特別警戒体制を確立 

【主な経費】 伊勢志摩サミットにおける消防・救急体制等の整備 4.4 億円（新規） 

 

(7) 2020 年東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ競技大会等の円滑な開催に向けた大都市

等の安心・安全対策の推進                 2.6（2.2） 
(a) 大規模イベント開催時の危機管理体制の充実             1.3（1.3）   

・2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会等の大規模イベントにおいて、テロ災
害への対応に万全を期すため、除染活動に用いる大型資機材を積載し、短時間に大
量の除染が可能な大型除染システム搭載車を整備 
・大規模テロなどの国民保護事案への対処能力の向上のための国民保護共同訓練を充
実強化 
・消防大学校におけるＮＢＣ災害専門部隊教育の実施 

【主な経費】 特殊災害対応車両の整備 0.4 億円 
国民保護共同訓練の充実強化 0.9 億円 
NBC 災害専門部隊教育の実施（消防大学校の運営 2.1 億円の内数） 

(b) 外国人来訪者等への対応                    1.3（0.9） 

・外国人来訪者の救急対応や救命率向上・安全管理を目的とした、最新技術やビッグデ
ータ、Ｇ空間×ＩＣＴ等を利用した「次世代救急車」を研究開発 

・障がい者等が救急要請等を行う際に活用することを想定し、スマホ等を利用した音声
以外の１１９番通報手段の導入・普及に向けたシステム構築を図るとともに多言語対応
についても検討 

・多言語対応の全国版防災アプリ（避難支援アプリ）の整備の推進により、来訪者等の避
難誘導を高度化（再掲） 

・外国人来訪者等とのコミュニケーションの円滑化により、迅速・的確な救急搬送体制を
構築するとともに、熱中症対策を推進 

・駅、空港等のターミナル施設等において、外国人来訪者や障がい者等に対応した消
防用設備等や避難誘導に係るガイドラインの作成など、防火安全対策を推進 

【主な経費】 次世代救急車の研究開発  0.2 億円（新規） 
音声以外の１１９番通報手段の確立  1.0 億円 
全国版防災アプリ（避難支援アプリ）の実運用化による避難行動の支援方法の確立 
0.3 億円(再掲) 
熱中症対策等の検討（救急救命体制の整備・充実 0.5 億円の内数） 
外国人来訪者等に配慮したターミナル施設等における防火安全対策の推進 
0.1 億円 
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(1) 安心・安全な ICT 利用環境の整備           151.4（150.3） 
・誰もが安心・安全にＩＣＴサービスを利用できる環境の整備を目指し、良好な電
波利用環境の確保、スマートフォンの普及やＩｏＴの進展等、新たな情報通信技
術・サービスに適応した普及啓発活動、災害・事故対応、将来動向を踏まえた諸
課題への対応等、様々な施策を実施 

・スマートフォン上のアプリケーションにおける利用者情報の適切な取扱いについ
て第三者が検証する仕組みが速やかに整備されるよう、技術的課題等の実証を実
施 

・電気通信事業者が取り扱う位置情報等のパーソナルデータについて、プライバシ

ーを適切に保護しつつ、その利活用を推進するため、データの処理・加工・保存

における安全確保技術の実証を実施 
【主な経費】 スマートフォン上のアプリケーションにおける利用者情報の取扱いに係る技術的

検証等に係る実証実験 0.4 億円 

パーソナルデータ利活用のための安全確保技術の実証 0.3 億円 

電波の監視等 63.0 億円 

(2) サイバーセキュリティの強化                   11.2（9.6） 
・官公庁及び重要インフラ事業者等の機密情報の窃取等を目的とした巧妙な標的型攻

撃等について、攻撃の解析・防御モデルの検討、実践的な演習を実施するとともに、

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて高度な能力を有するセ

キュリティ人材の育成を支援 
【主な経費】 サイバー攻撃複合防御モデル・実践演習 7.2 億円 

・一般のインターネットユーザのウイルス感染を防止するための実証等、IoT時代に向

けて我が国のサイバーセキュリティ対策基盤を強化するための取組を実施 
【主な経費】 ICT 環境の変化に応じた情報セキュリティ対応方策の推進事業 4.0 億円 

(3) 放送ネットワークの強靱化等              295.6（316.1） 
・国民生活に密着した情報や災害時における生命・財産の確保に必要な情報の提供を

確保するため、ラジオの難聴解消のための中継局の整備費用の一部を補助 
【主な経費】 民放ラジオ難聴解消支援事業 10.1 億円 

・被災情報や避難情報など、国民の生命・財産の確保に不可欠な情報を確実に提供す

るため、①放送局の予備送信設備、災害対策補完送信所、緊急地震速報設備等の整

備費用、②ケーブルテレビ幹線の２ルート化等の整備費用の一部を補助 
【主な経費】 放送ネットワーク整備支援事業 1.3 億円 

 

 

 

 

(1) 恩給の適切な支給                 3,257.5（3,745.5） 
 (a) 受給者の生活を支える恩給の支給 

・恩給請求について適正・迅速な処理を行うとともに、丁寧な相談対応等により受給者サー

ビスを向上 

   ・受給者の生活を支えるため、適切な年額水準を確保 
【主な経費】 恩給費 3,245.0 億円 

         恩給支給事務費 12.5 億円 

10．ICT の安心・安全の確保               458.2 億円 

11．恩給の適切な支給                 3,257.5 億円 
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(1) 行政の ICT 化の推進、政府情報システムのセキュア化      119.0（98.9） 
(a) 政府情報システムの統廃合･クラウド化を推進､政府共通プラットフォームの充実・強化                      

117.3（98.2） 

・2018 年度までにシステム数を 542（▲63％）まで廃止・集約化。2021 年度までに

316システムを政府共通プラットフォームに移行 

  ・国民・社会等に多大な悪影響を及ぼす機密性・完全性の高い情報への不正なアク

セスを防止するため、政府情報システムをインターネットから分離するための環

境(セキュア環境)等を、政府共通プラットフォーム上で一元的に整備し、各府省

向けに提供。また、引き続き、政府のプライベートクラウドとしての機能を充実 
【主な経費】政府共通プラットフォーム整備等経費 100.6 億円 

          各府省で共用するセキュア環境等の整備 10.5 億円 

 (b) 自治体クラウドの取組の加速                    1.7（0.7） 

・ 自治体クラウドの取組を積極的に展開するため、自治体クラウドグループの取組事例に

ついて深掘り・分析し、今後導入する自治体の取組に資するよう整理・類型化する等の

調査研究等を実施 
【主な経費】 自治体クラウドの取組の加速に向けた調査研究等に要する経費 0.7 億円 

・ 政令指定都市などの大規模自治体を中心としたクラウド推進に係る技術的課題を検討し、

クラウド移行のための技術標準の策定・検証等を実施 
【主な経費】 多様なクラウド環境下における情報連携基盤構築事業 1.0 億円 

 

(2) 業務改革の徹底、独立行政法人制度の適切な運用      0.5（0.5） 
・各府省の業務プロセスの再構築（ＢＰＲ）の推進や好事例の横展開等により、行

政の効率化・行政サービスの質の向上を実現 

・改正独立行政法人通則法の施行により導入した、新たな目標・評価の仕組みの適

切な運用 

・独立行政法人評価制度委員会による、各独立行政法人の主務大臣が行う目標策定

や評価のチェック等の実施 

 

(3) 行政の透明化・国民の権利利益の救済の強化        1.7（1.8） 
 (a) 改正行政不服審査制度による公正・適正な行政運営の確保       0.8（0.8） 

・改正行政不服審査法、整備法及び改正行政手続法の円滑な施行のための取組を推進 
(b) 情報公開法及び個人情報保護法の適正かつ円滑な運用の確保      0.9（1.0） 

・情報公開法及び行政機関等個人情報保護法の施行状況調査の実施・運用改善の徹底、

総合案内所の運営 

・行政機関等が保有するパーソナルデータの利活用等の推進 

 

(4) 地方自治体における行政サービスのオープン化・アウトソーシング等の推進 

                             1.0（新規） 
 (a) 業務改革モデルプロジェクト                                   1.0（新規） 

・ 地方自治体において①住民サービスに直結する窓口業務②業務効率化に直結する庶

12．行政の ICT 化・BPR 推進と効率的で質の高い行政の実現  246.6 億円 

 

Ⅳ．未来につなぐ、行政基盤の確立 
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務業務等の内部管理業務に焦点を当て、民間企業の協力のもと BPR の手法を活用しな

がら ICT 化・オープン化・アウトソーシングなどの業務改革を一体的に行い、住民の利便

性向上につながるような取組をモデル的に実施。モデル事業の実施を通じて改革の手

法を確立し、その手法を横展開 
【主な経費】 業務改革モデルプロジェクトの実施に要する経費 1.0 億円（新規） 

 

(5) 公的統計の体系的整備                 114.1（702.9） 

(a) 第Ⅱ期「公的統計の整備に関する基本的な計画」の推進        5.3（4.5） 

・平成 26年３月に閣議決定した「公的統計の整備に関する基本的な計画」（第Ⅱ期）

に基づき、 

①公的統計の整備 

（経済センサスを軸としたサービス・企業統計の整備、産業連関表の整備等） 

②報告者の利便性の向上、正確かつ効率的な統計作成 

（オンライン調査の推進等） 

③統計データの有効活用の推進（統計データのオープン化等） 

④統計分野における積極的な国際協力・国際貢献の推進 

 （国連アジア太平洋統計研修所が実施する研修への支援等） 

⑤統計調査環境の改善（統計調査に対する国民の理解増進等） 

などの取組を推進 
【主な経費】 公的統計基本計画推進費等  5.3 億円 

(b) 「経済センサス-活動調査」、「社会生活基本調査」等の円滑な実施 108.9（698.5） 
・「経済センサス-活動調査」の円滑な実施（事業所・企業の経済活動の状態を調査） 

全産業分野の売上（収入）金額や費用などの経理事項を全国的及び地域別に明らか

にするとともに、事業所・企業を対象とする各種統計調査の実施のための母集団情報

の収集 

・「社会生活基本調査」の円滑な実施 

国民の生活時間の配分及び自由時間における主な活動について調査し、国民の社会

生活の実態を明らかにすることにより、各種行政施策の基礎資料として活用 
【主な経費】 経済センサス活動調査経費 101.9 億円（新規） 

社会生活基本調査経費 6.1 億円（新規） 
 

(6) 統計調査のオンライン化の推進               2.6（3.9） 
・ 我が国で初めて全世帯を対象としてオンライン調査を実施した国勢調査の取組・実績を

も踏まえ、統計調査のオンライン化を推進し、国民の利便性の向上に寄与 
【主な経費】 統計調査オンライン化推進経費 2.6 億円 

 

(7) 国民ニーズを反映した的確な行政の実現（行政相談）     7.2（7.0） 
・ 行政相談事案の迅速・的確な解決、行政課題の抽出とその改善及び行政相談委員との協

働 
 

(8) 上質の政策評価によるエビデンスに基づく政策の企画・立案の推進 

                              0.5（0.4） 
・ エビデンスに基づく政策の企画・立案に向けた政策評価の改善方策の検討 

・ 行政事業レビューとの連携の強化、政策評価の標準化・重点化 
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(1) 民主主義の担い手である若者に対する主権者教育の推進    1.4（1.4） 
・選挙権年齢引下げを踏まえ、 

①選挙・政治に関する教育の充実 

文部科学省と連携し、高校生向け副教材を作成・配布及び模擬選挙や出前授業

の実施等を支援 

②参加・体験型学習の促進 

地方公共団体や地域の啓発ボランティア団体と連携し、参加・体験型の研修会

等の実施及び地域で開催する参加・体験型のイベントの実施を支援 

③若者啓発グループの活動促進 

地域で自主的に啓発活動を実施する若者啓発グループの活動を支援及び全国の

若者啓発グループで組織する若者選挙ネットワークと連携し、啓発イベント（若

者フォーラム）を開催 

等の若者に対する主権者教育を推進 
【主な経費】 参加・実践等を通じた政治意識向上に要する経費 1.4 億円 

 

(2) 投票率の向上に向けた投票環境の整備           59.6（0.2） 
・ 国政選挙・地方選挙における投票率の向上を図るため、地域の実情に応じて期日前投

票所を効果的に設置するなど、有権者が投票しやすい環境を整備 
【主な経費】 参議院議員通常選挙関係経費のうち 59.5 億円（後掲） 

投票環境の向上等に要する経費     0.1 億円 

 

 

 

 

 

(1)参議院議員通常選挙関係経費             534.8（新規） 
・平成 28年 7月 25日の参議院議員の任期満了に伴う参議院議員通常選挙に必要な経費 

 

(2) 政党交付金                    320.1（320.1） 
・「政党助成法」に基づき法人である政党に対して交付 

 

13．主権者教育の推進                   61.0 億円 

14．その他の主要事項                  854.9 億円 
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平成２８年度財政投融資計画の概要 

 

◎株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構を活用した海外展開支援 

【概要】 

海外において通信・放送・郵便事業を行う者に対して資金の供給、専

門家の派遣、その他の支援を行う株式会社海外通信・放送・郵便事業支

援機構（平成 27 年 11 月設立）を活用し、我が国の事業者の海外展開を

支援する。（産投出資 200億円、政府保証 361億円） 

 

 




